
 

 

 

 
 

 

【協議事項】 

ア 「宅地造成等工事規制区域」及び「特定盛土等規制区域」（案）のパブ   

リック・コメントの実施について【土地政策課】 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年１０月１６日開催 

中央区協議会 

（中地域分科会） 

令和６年度 第７回中央区協議会

（中地域分科会） 

会議資料① 



 第９号様式 

    区 協 議 会 

区  分 □諮問事項   ■協議事項   □報告事項 

件  名 
「宅地造成等工事規制区域」及び「特定盛土等規制区域」（案）のパブリ

ック・コメントの実施について 

事業の概要 

（背景、経緯、 

  現状、課題等） 

〇背景 

・ 令和3年7月に熱海市において発生した土石流災害等を

教訓として、盛土等による災害から国民の生命及び財産

を守るために、宅地造成等規制法が改正され、宅地造成

及び特定盛土等規制法が施行された。 

・ 宅地造成及び特定盛土等規制法の施行により、都道府

県、政令市及び中核市で危険な盛土等を規制する区域を

指定できることとなった。 

・ 宅地造成及び特定盛土等規制法においては、「特定盛土

等規制区域」について、条例で定めることにより、許可

対象となる盛土等の規模を引き下げることができるこ

ととされた。 

 

〇考え方 

・ 市街地や集落、その周辺など、盛土等が行われれば人家

等に危害を及ぼしうる区域を「宅地造成等工事規制区

域」とする。 

・ 市街地や集落などから離れているものの、地形等の条件

から、盛土等が行われれば人家等に危害を及ぼしうる区

域を「特定盛土等規制区域」とする。 

・ 「特定盛土等規制区域」においては、市民の生命及び財

産の保護の観点から、市内を統一的で隙間なく規制する

ために、許可対象となる盛土等の規模を「宅地造成等工

事規制区域」と同一の規模にする。 

対象の区協議会 中、東、西、南、北地域分科会・天竜区協議会 

内  容 

宅地造成等工事規制区域及び特定盛土等規制区域の案並

びに特定盛土等規制区域の許可対象となる盛土等の規模を

宅地造成等工事規制区域と同一の規模にすることについて

意見を伺う。なお、区協議会でいただいた意見は、パブリッ

ク・コメントの意見として取り扱う。 

備 考 
（答申・協議結果を得たい

時期、今後の予定など） 

・ 意見募集期間 ：令和６年 11 月 20 日(水) 

～令和６年 12月 20 日(金) 

・ 市の考え方公表：令和７年３月予定 

・ 規制区域の指定：令和７年５月 26日予定 

担当課 土地政策課 担当者 堀切 雄太 電話 457-2307 

必要に応じて、記入枠の拡大や資料等の添付をしてください。 

協議－ア 



「宅地造成等工事規制区域」及び「特定盛土等規制区域」（案） 

に対するご意見をお待ちしています！ 
 

 
 

１．「「宅地造成等工事規制区域」及び「特定盛土等規制区域」（案）」とは 

危険な盛土等を全国一律の基準で包括的に規制する宅地造成及び特定盛土等

規制法に基づき、盛土等を行う場合には許可等の手続を要する区域として指定

するものであり、特定盛土等規制区域においては条例で許可対象となる盛土等

の規模を宅地造成等工事規制区域と同一の規模にするものです。 

 

２．案の公表期間及び意見募集期間 

令和６年１１月２０日（水）～令和６年１２月２０日（金） 
 
３．案の公表先 

土地政策課、市政情報室、区役所、行政センター、支所、協働センター、ふれ

あいセンター、中央図書館、市民協働センター（中央区中央一丁目）、パブコ

メ PR コーナー（市役所本館 1階ロビー）にて配布 
浜松市ホームページ（https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp）に掲載 
【トップページ→ご意見・お問い合わせ→パブリック・コメント制度】 
 

４．意見の提出方法 

意見書には、住所※、氏名又は団体名※、電話番号を記入して、次のいずれかの

方法で提出してください。 
※住所及び氏名又は団体名が未記入の意見には、本市の考え方は示しません。 

・個人情報は、本事業においてのみ使用することとし、個人情報保護に関する法令等に  

基づき適正に管理します。 
（意見書の様式は特に問いませんが、参考様式を添付しています。なお、意見は浜松市ホ
ームページ上にある意見入力フォームからも直接提出できます。） 

①直接持参 土地政策課（市役所本館６階）まで書面で提出 
②郵便【はがき、封書】 
（最終日の消印有効） 

〒４３０－８６５２ 
浜松市中央区元城町１０３－２ 土地政策課あて 

③電子メール tochi@city.hamamatsu.shizuoka.jp 
④ＦＡＸ ０５０－３７３７－６８１５（土地政策課） 

 
５．寄せられた意見の内容及び市の考え方の公表 

お寄せいただいたご意見の内容は、本市の考え方とあわせて、令和７年３月に

公表します。公表先は案の公表先と同じです。 

 
６．問い合わせ先 

都市整備部土地政策課盛土対策担当（ＴＥＬ ０５３－４５７－２３０７） 

｢パブリック・コメント制度｣とは、市が計画や条例などを策定す

るときに、案の段階で市民の皆さんに公表し、ご意見、ご要望など

を聴きながら最終的な案を決定する手続きのことをいいます。 

浜松市では、平成１５年４月から、この制度を導入しています。 



下記の資料をご覧のうえ、ご意見をお寄せください 

 
 

●パブリック・コメント実施案件の概要･･････ Ｐ２～３ 

   ●「宅地造成等工事規制区域」及び「特定盛土等規制区域」（案）         

                         Ｐ４～５ 

   ●参考資料             ･･････ Ｐ６ 

●意見提出様式（参考）       ･･････  Ｐ７ 
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パブリック・コメント実施案件の概要 

 

案件名 「宅地造成等工事規制区域」及び「特定盛土等規制区域」（案） 

趣旨・目的 

・ 「宅地造成等工事規制区域」及び「特定盛土等規制区域」とは、

危険な盛土等を全国一律の基準で包括的に規制する宅地造成及び

特定盛土等規制法に基づき、一定規模の盛土等を行う場合には許

可等の手続を要する区域である。 

・ 市は、市民の生命及び財産の保護のため、「宅地造成等工事規制区

域」及び「特定盛土等規制区域」を指定する。 

・ 「特定盛土等規制区域」の許可対象となる盛土等の規模を「宅地

造成等工事規制区域」と同一の規模にする。 

策定（見直し）に 

至った背景・経緯 

・ 令和３年７月に熱海市において発生した土石流災害等を教訓とし

て、盛土等による災害から国民の生命及び財産を守るために、宅

地造成等規制法が改正され、宅地造成及び特定盛土等規制法が施

行された。 

・ 宅地造成及び特定盛土等規制法の施行により、都道府県、政令市

及び中核市で危険な盛土等を規制する区域を指定できることとな

った。 

・ 宅地造成及び特定盛土等規制法においては、「特定盛土等規制区

域」について、条例で定めることにより、許可対象となる盛土等

の規模を引き下げることができることとされた。 

立案した際の 

実施機関の考え方

及び論点 

・ 市街地や集落、その周辺など、盛土等が行われれば人家等に危害

を及ぼしうる区域を「宅地造成等工事規制区域」とする。 

・ 市街地や集落などから離れているものの、地形等の条件から、盛

土等が行われれば人家等に危害を及ぼしうる区域を「特定盛土等

規制区域」とする。 

案のポイント 

（見直し事項な

ど） 

・ 盛土等に伴う災害が発生するリスクがある区域は、できる限り広

く規制区域に指定する。 

・ 「宅地造成等工事規制区域」は主に、都市計画区域、集落の区域

とする。 

・ 「特定盛土等規制区域」は主に、集落や道路の区域に土砂の流出

が想定される区域とする。 

・ 浜松市は全域が「宅地造成等工事規制区域」又は「特定盛土等規

制区域」となる。 

・ 「特定盛土等規制区域」においては、市民の生命及び財産の保護

の観点から、市内を統一的で隙間なく規制するために、許可対象

となる盛土等の規模を「宅地造成等工事規制区域」と同一の規模

にする。 

関係法令・ 

上位計画など 
宅地造成及び特定盛土等規制法 
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計画・条例等の 

策定スケジュール 

（予定） 

令和６年１１月～１２月 案の公表・意見募集 

令和７年１月～２月 案の修正、市の考え方の作成 

令和７年３月 意見募集結果及び市の考え方を公表 

令和７年５月 規制区域の指定 
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「宅地造成等工事規制区域」及び「特定盛土等規制区域」（案） 
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宅地造成及び特定盛土等規制法の規制内容 

宅地造成等工事規制区域及び特定盛土等規制区域を指定することにより、一定規模の

盛土等を行う場合に許可が必要となります。浜松市では、市民の生命及び財産の保護の

観点から、市内を統一的で隙間なく規制するために、条例で特定盛土等規制区域の許可

対象となる盛土等の規模を宅地造成等工事規制区域と同一の規模に引き下げることで、

どちらの規制区域も以下の規模を許可対象とする予定です。 

 

(1) 法律の規定 

 

 

(2) 条例による引下げ 
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参考資料 

 

１ 経緯・趣旨 

令和３年７月に熱海市において発生した土石流災害その他全国各地で人為的に行わ

れる違法な盛土や不適切な工法の盛土の崩落による人的・物的被害が繰り返されるこ

とがないよう、盛土等による災害から生命及び財産を守るため、宅地造成等規制法が

宅地造成及び特定盛土等規制法（以下「盛土規制法」という。）に改正されました。こ

れに伴い、規制区域を指定することで、危険な盛土等が全国一律の基準で包括的に規

制されることとなりました。 

これについて、浜松市では、以下のとおり、盛土規制法第１０条第１項の宅地造成

等工事規制区域及び第２６条第１項の特定盛土等規制区域の案を作成しました。 

 

２ 規制区域の考え方 

 (1) 宅地造成等工事規制区域 

    市街地や集落、その周辺など、盛土等が行われれば人家等に危害を及ぼしうる区

域をいい、規制区域（案）では主に、都市計画区域及び集落の区域となります。 

 (2) 特定盛土等規制区域 

    市街地や集落などから離れているものの、地形等の条件から、盛土等が行われれ

ば人家等に危害を及ぼしうる区域をいい、規制区域（案）では主に、集落や道路の

区域に土砂の流出が想定される区域となります。 

 (3) 規制区域のイメージ 

 

 

３ 規制区域の指定予定日 

  令和７年５月２６日
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